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的・趣旨に違反する裁量行為） 頁
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別紙 頁

１、はじめに

国連人権理事会から任命され、福島原発事故の避難者（国内避難民）の人権

状況を調査し、国連人権理事会に報告するセシリア・ヒメネス・ダマリー国連

特別報告者が調査のため９月２６日から１０月７日まで来日し、離日時に共同

通信との単独インタビューの中で、福島県が、支援終了後も公務員住宅に住む

自主避難者に退去を求めて提訴したこと（まさしく本裁判のことである）に対

し、「賛成できない。避難者への人権侵害になりかねない」と警鐘を鳴らした（以

下の写真及びインタビューの詳細は別紙参照）。
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国連による原発事故避難者の本格的調査は初めてであり、その調査の中で、

国内避難民である自主避難者の追出しを求める本裁判についても国連特別報告

者により「この提訴には賛成できない。避難者への人権侵害になりかねない」

と初めて言及された。その言及は本裁判において、被告らが終始一貫して主張

してきた「この提訴は国際人権法が国内避難民に保障する居住の権利を侵害す

るものであり、許されない」と軌を一にするものである。すなわち被告らの主

張は世界の良識に合致していることが示された。

ところで、裁判所は、この間、被告らが原告による人権侵害からの救済を求

めて、６つの抗弁の争点整理と６名の証人及び当事者尋問による徹底的な真相

解明を訴えてきたにもかかわらず、これをことごとく無視或いは退け、去る７

月２６日、審理終結を強行した。しかし、このたび、ダマリー国連特別報告者

の本裁判に対する重大な懸念の表明に接し、被告らは本裁判が日本の我々にと

ってのみならず、世界中の人々と良識にとっても失敗することが許されない重

大な試練であることを思い知らされた。そこで、本裁判が世界の良識に耐え得

るだけのものであることを示すためには、裁判所が世界中からの注目と良識にるだけのものであることを示すためには、裁判所が世界中からの注目と良識に

耳を澄まし、弁論再開を決断し、被告らの「適正、公平な裁判を受ける権利」

が保障されるに相応しく、６つの争点整理と６名の尋問による徹底的な真相解

明を努めるしかないことを確信するに至った。

そこで、以下の理由の通り、被告らは裁判所に対し、民事訴訟法１５３条に

基づき、口頭弁論の再開がなされることを求めるものである。

２、口頭弁論再開の理由（その１）

本裁判において弁論再開が必要である理由の第１は次の通りである。

――そもそも民事裁判の目的はできる限り事案の真相をきわめることにより当

事者間における紛争の真の解決をはかることである。この点、本件はなぜ被告

らが原告により建物から立ち退きを迫まられなければならなかったのか、その

根拠がさっぱり明らかにされず事案の真相が意味不明で極めて奇々怪々であり、

被告らは本裁判の中でこの点を解明するため原告を追及する中で、７回の期日

を経てようやく事案解明のとば口に立つことが出来た。しかしその矢先に、今

度は、裁判所が事案解明にフタをするかのように審理終結を強行したからであ
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る。 すなわち、

被告らは、この間、本提訴以前は言うに及ばず提訴後もなお、自分がなぜ原告

から立ち退きを迫られなければならなかったのか、その明確な根拠を示されな

いまま立ち退きを求められてきたところ、本裁判の中で、被告らの追求により、

ようやく、原告が求める立ち退きの真の根拠を突き止めるに至った。それは、

本件は単に被告が本件建物の占有権限を喪失したから本件建物の明渡し義務を

負うことを確認する裁判などではなく、行政法の基本原則「法律による行政の

原理」と「説明責任の原則」に基づき、被告に本件建物の占有権限を喪失させ

るに至った行政庁の決定について、それが①いかなる法令に基づき、②いかな

る調査に基づいて③いかなる検討を経た上で決定したのか、それらの決定過程

が全て法体系に照らし適法・適正なものであり、なおかつそれらの決定過程の

全容を、明渡しを求める原告は当事者である被告ら区域外避難者に対し説明す

る責任がある。それが満たされて初めて原告の被告らに対する明渡請求が認め

られるかどうかが問われる裁判である。しかるに、

、訴え提起（訴状）段階、訴え提起（訴状）段階

本提訴以前は言うまでもなく、本訴提訴時においても、訴状には無償提供期

間の打切りの決定の根拠となった法令の説明すら一言もなく、単に次の記述だ

けであった。

《被告については平成２９年３月３１日をもって応急仮設住宅としての本件建

物の供与が終了になり本件建物の占有権限がなくなった》（訴状請求原因２

（２））

まるで葉っぱが秋になって色づいて落ちてなくなってしまったかのように、本

件建物の供与も終了して占有権限もなくなってしまったと、占有権限の喪失が

あたかも自然現象であるかのように書かれていた。

すなわち原告は訴状において自身に課せられた適用法令の説明責任すら果さな

かった。その結果、被告らは、当初適法に入居した自分たちがのちに追出され

ることになった法的根拠すら知らされず、そのため、いかなる法令に基づき原

告の明渡し請求の違法性を訴えたらよいのかという最も基本的な問題すら分か

らないまま途方に暮れるという苦難を強いられた。

以上の通り、きつねにつままれた訴状で始まった本審理は新民事訴訟法がめ

(1)
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ざす「できるだけ事案の真相をきわめること」とはおよそ正反対の内容であっ

た。にもかかわらず、裁判所は第１回弁論期日において、本来であれば、事案

の真相解明に向け原告に上記の《被告に本件建物の占有権限を喪失させるに至

った行政庁の決定について、それが①いかなる法令に基づき、②いかなる調査

に基づいて③いかなる検討を経た上で決定したのか、その決定過程の全容》を

明らかにするように指示を出すはずのところ、現実にはそのようなことは全く

せず、単に、「きつねにつままれた」訴状を受け取った被告らに対し、早急に反

論を提出するよう催促しただけであった。こうして「きつねにつままれた」審

理がスタートしたのである。

、適用法令に関する被告らの当初の主張と原告の認否

裁判所の上記催促に応え、被告らは２０２１年７月８日付準備書面（被告第２）

の中で、本件明渡しの適用法令について、説明責任を果さない原告に成り代わ

って、さしあたり「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特

別措置に関する法律」（以下、本特別措置法という）第８条である旨を主張した別措置に関する法律」（以下、本特別措置法という）第８条である旨を主張した

（２５頁 以下）。ところがこれに対し、原告は、上記被告書面に対する認否・

反論を行った準備書面 １ 中で、本特別措置法８条に対する認否をせず、適用法

令についての被告主張を黙殺した。適用法令の確認という最も基本的な法律問

題に対する原告の黙殺に対し、裁判所は本来であれば、原告に対し認否するよ

うに釈明するはずであるが、現実には、裁判所は原告に、適用法令に関する上

記被告主張に対する認否・反論を行うよう指示を出さず、原告の黙殺の態度を

追認したのである。

、思いがけない原告の反論と新たな問題（矛盾）

こうした、真相解明に背を向ける原告及び裁判所の態度のため、本件明渡しの

適用法令をはじめとする、被告に本件建物の占有権限を喪失させるに至った行

政庁の決定過程の全容に関する「事案の真相解明」は全く進展しなかった。し

かるに、事態は思いがけない方向から、２０２１年１１月２６日付原告準備書

面（２）により、ようやく手がかりが掴めるに至った。

それが、予備的主張である権利濫用論を主張した準備書面（被告第４）で、被

(2)
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告らが「原告が、２０１７年３月末で本件建物の使用関係を更新しないと決定

したことが信義誠実に反する」と主張したのに対し、原告は原告準備書面（２）

２頁で、被告らに明渡しを求める「行政庁の決定」をしたのは東京都であって、

福島県ではない、文句があるなら東京都に言ってくれ、と言わんばかりに反論

したのみならず、さらに次の反論までしてきたからである。

《原告としては、被告らを含む避難指示区域外の避難者については、災害救助

法施行令３条２項に基づいて国と協議のうえ、平成２９年３月末をもって応急

仮設住宅の供与を終了するとの政策決定をし》（３頁）

これだと、自主避難者に明渡しを求める実質的な「行政庁の決定」をしたの

は原告福島県のように読める。しかし、上記原告主張の骨子は「行政庁の決定」

をしたのは東京都である。そこで、この「行政庁の決定」主体に関する東京都

と福島県の関係をどう捉えたらよいかが問題となり、これを解明する必要があ

った。ところが、裁判所は、この両者の関係について原告に対し何の説明を命

じなかったため、この点の「事案の真相解明」は進まない状態だった。

そこで、この点の真相解明に背を向ける裁判所に成り代わって、被告らは原そこで、この点の真相解明に背を向ける裁判所に成り代わって、被告らは原

告に、この決定の時期及び主体等について以下を明らかにするように求めたと

ころ（２０２２年２月７日付準備書面（被告第７））、

①．いつ、上記政策決定をしたのか。

②．原告のどの組織（会議・部署など）において上記政策決定をしたのか。

③．この時の②の当該組織の長は誰か。

原告はこれを黙殺し、さらに、被告から再度の求釈明（月２１日付準備書面（被

告第８））の末に、原告はようやく次の回答をしてきた（準備書面（３）１～２

頁）。

①は平成２７年６月１５日。

②は新生ふくしま復興推進本部会議。

③は福島県知事。

これだと、被告に本件建物の占有権限を喪失させるに至った政策決定の主体

は「新生ふくしま復興推進本部会議」である。ところが、原告が主張する適用

法令である災害救助法施行令３条２項によれば、政策決定の主体は  s道府県知

事  A本件では福島県知事であり、原告の上記主張と矛盾する。しかし、この重
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要な矛盾についても、裁判所は原告に対し何も説明を命じなかったため、この

点の「事案の真相解明」も何も進まない状態だった。

そこで、この重要な矛盾について真相解明に取り組まない裁判所に成り代わ

り、被告らは、内堀雅雄福島県知事と区域外避難者に対する応急仮設住宅の一

時使用許可問題を担当した東京都の責任者（都市整備局長）を証人として申請

し、原告が明らかにしようとしない政策決定の主体をめぐる「事案の真相解明」

について証言を得て、被告に課せられた抗弁事実の立証責任を誠心誠意果そう

としたところ、原告に対しては極めて寛大な態度を示す裁判所は、本年７月１

９日、被告ら申請の上記証人を全て却下し、被告らに課せられた立証責任を果

そうとすることを許さないという極めて峻厳な、残忍酷薄な態度に出た。

のみならず、応急仮設住宅の供与期間を延長する問題について、第１回目の

延長にあたっては、国は、本特別措置法８条に基づいて行うことを通知（乙Ａ

２４）の中で明言している。この意味で、準備書面（被告第２）２５頁の、本

件明渡しの適用法令は本特別措置法８条であるという被告の主張には根拠があ

る。そこで、本件明渡しの適用法令をめぐって、本特別措置法８条という被告る。そこで、本件明渡しの適用法令をめぐって、本特別措置法８条という被告

主張と災害救助法施行令３条２項という原告主張との関係をどう捉えたらよい

かが問題となり、これを解明する必要がある。しかし、この両者の関係につい

ても、裁判所は原告に対し何も説明を命じなかったため、この点の「事案の真

相解明」もまた、全く進まない状態のまま放置されている。

、小括

以上の通り、被告に本件建物の占有権限を喪失させるに至った行政庁の決定

について、それが①いかなる法令に基づき、②いかなる調査に基づいて③いか

なる検討を経た上で決定したのか、その決定過程の全容を明らかにすることは、

本裁判の「事案の真相解明」の第１の課題である。にもかかわらず、原告はこ

の解明に全くといっていいほど非協力的であり、なおかつ原告準備書面（２）

で思いがけず開陳してしまった適用法令や決定の行政主体に関する主張にして

も、これが「決定の行政主体は東京都である」という原告自身の主張との矛盾

や「本件明渡しの適用法令は本特別措置法８条である」という被告主張との矛

盾に逢着し、その解明という新たな問題の発生を被告から指摘されたにもかか
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わらず、原告は専らだんまりを決め込み、これを全く実行しない。そればかり

か、がんらい「事案の真相解明」のために積極的な釈明権の行使の責務を負っ

ている裁判所もまた、このような不誠実極まりない態度を取り続ける原告に対

し、原告自身が元来果すべき説明責任を果すことを命じることもしなければ、

原告が開陳した適用法令や決定の行政主体に関する主張に関する上記矛盾の解

明のために、原告にさらに説明を命じることもせず、その結果、「紛争の真の解

決」にとって不可欠の「事案の真相解明」が全く進まない状態のまま放置され

ている。

以上の通り、本件の「紛争の真の解決」にとって不可欠の「事案の真相解明」

が全く進まない状態が放置されたまま、裁判所が審理終結を強行し、判決を下

すことは、憲法が保障した被告らの「適正、公平な裁判を受ける権利」の重大

な侵害に該当すると言わざるを得ない。換言すれば、国内避難民である避難者

に対し、行政庁による人権侵害のみならず「人権の最後の砦」とされる裁判所

までが人権侵害を行なっている――そのような非難がダマリー国連特別報告者

をはじめとする世界中から寄せられることを回避する方法はただひとつ、速やをはじめとする世界中から寄せられることを回避する方法はただひとつ、速や

かに口頭弁論を再開し、本来の「事案の真相解明」に向かうことしかない。

３、口頭弁論再開の理由（その２）

、国際人権法に基づく居住権（間接適用）

ア、被告らの抗弁の主張

本審理の時系列に沿って国際人権法に関する被告らの主張を整理すると、被

告らは２０２１年７月８日付準備書面（被告第２）において国際人権法に基づ

く居住権を主張したとき、これは国際人権法が保障する居住権に適合するよう

に解釈された災害救助法及びその関連法令によれば、本件建物に占有する権限

が認められるといういわゆる間接適用の主張であった。その後の整理も踏まえ

ると、被告らの間接適用の主張の骨子は以下のような論理展開による法律構成

であった。

①．序列論（一般論）

法律は上位規範である条約（国際人権法を含む）に適合するよう解釈され

る必要がある。
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②．序列論（具体論）

災害救助法及び関連法令は社会権規約１１条１項の「適切な住居」に適合する

よう解釈される必要がある。

③．条約解釈の方法論（一般論）

条約の文言の意味を明らかにするために、その解釈基準として以下の国際法の

実質的法源を用いることを認めた（ウィーン条約３１～３２条）。

、国連の委員会、国際会議の決議・宣言・報告書・準備作業

、国際機構の決議

、未発効の条約、日本が批准していない条約

、国際裁判の判例、学説

④．条約解釈の方法論（具体論）

社会権規約１１条１項の「適切な住居」の意味を明らかにするために、その

解釈基準として以下の国際文書を用いることができる。

、社会権規約委員会作成の一般的意見４及び７

、国連人権委員会作成の「国内避難民に関する指導原則」、国連人権委員会作成の「国内避難民に関する指導原則」

、社会権規約委員会作成の日本政府報告書（第２回及び第３回）に対する

「総括所見」

⑤．②と④の組み合わせた結果

災害救助法及び関連法令（具体的には本特別措置法８条）は、④の国際文書を

用いてその内容を明らかにした社会権規約１１条１項の「適切な住居」に適合

するよう解釈される必要がある。

⑥．「法律による行政の原理」（一般論）

行政庁の措置は法律に従って行われなければならない。

⑦．「法律による行政の原理」（具体論）

原告の本件政策決定は⑤の内容を有する本特別措置法８条に従って行われな

ければならない。

⑧．結論

以上の結果、本件政策決定は上記⑤の内容を有する本特別措置法８条に違反す

るものであり、違法を免れない。

イ、原告の認否・反論

(a)

(b)

(c)

(d)

(a)

(b)(b)

(c)
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ところが、国際人権法（間接適用）の被告主張に対し、原告は、単に《被告

らが引用する条約及び法令の存在は認め、その余はすべて不知ないし争う。》（原

告準備書面 １ １頁）と認否するだけで、それ以上、細部にわたる認否は言うま

でもなく、被告主張の骨子である上記①から⑧までの法律構成に対する認否す

ら全くしなかった（その後も、被告から再三再四、認否を求められても決して

回答しようとしなかった）。

その結果、国際人権法に基づく居住権の間接適用の主張は実際上、序列論、

条約解釈の方法論及びそれらの組み合わせを含め、「全面的な争い」という様相

を帯びる結果となった。しかし、原告は表向き「すべて争う」と言いながら、

その実、何一つ反論の主張をしない。それほど、原告にとって、真の争点の内

実は極めて空疎か、またはわずかなものである、従って、争点整理を促進させ、

真の争点形成に積極的に取り組むことが求められる裁判所が、本来であれば、

原告に対し、真に争う箇所が一体どこなのかを速やかに明らかにさせ、そこに

双方の主張・立証を集中させることが求められるにもかかわらず、現実には、

裁判所から原告に対し、真の争点形成のための認否・反論を命じることもせず、裁判所から原告に対し、真の争点形成のための認否・反論を命じることもせず、

その結果、国際人権法の間接適用の真の争点形成が全くなされない状態のまま

放置されている。

そこで、国際人権法に基づく居住権の間接適用をめぐる真の争点形成に取り

組まない裁判所に成り代わり、被告らは、国際人権法の学者２名を証人として

申請し、原告が「すべて争う」上記の法律構成の全般にわたってくまなく証言

を得て、被告に課せられた抗弁事実の立証責任を誠心誠意果そうとしたところ、

原告に対しては極めて寛大な態度を示す裁判所は、本年７月１９日、被告ら申

請の上記証人を全て却下し、被告らに対し、被告らに課せられた立証責任を果

そうとすることすら許さないという極めて峻厳な、残忍酷薄な態度に出たので

ある。

、国際人権法に基づく居住権（直接適用）

ア、被告らの抗弁の主張

被告らは、国際人権法専攻の 教授作成の意見書（乙Ａ１

７）を得て、社会権規約の裁判規範性を肯定するのが国際人権法の正しいあり

( )
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方であると確信するに至り、本年３月１８日付準備書面（被告第１０）で、国

際人権法の直接適用、本件では社会権規約の裁判規範性について主張を追加す

るに至った。

上記書面では、社会権規約（乙Ａ８）の裁判規範性を否定した平成元年３月２

日塩見事件最高裁判決（以下、塩見判決という）がいかなる点でいかなる理由

で誤ったものであるかをつぶさに検討し、この誤りを克服する法律構成を積極

的に主張・立証した。

イ、原告の認否・反論

これに対し、原告は、準備書面（４）で、塩見判決の要旨をもって反論するに

とどまり、それ以上、被告らが塩見判決の問題点を批判し、これを克服する新

たな主張を展開している本裁判の争点に対して、原告は認否も反論も全くしよ

うとしなかった。

その上、本来、争点整理を促進させ、真の争点形成に積極的に取り組むこと

が求められる裁判所もまた、現実には、原告に対し被告らが準備書面（被告第

１０）で展開している塩見判決批判の主張に即して認否反論をするように指示１０）で展開している塩見判決批判の主張に即して認否反論をするように指示

せず、その結果、本裁判における「国際人権法の直接適用の真の争点」も形成

されないまま争点未整理の状態のまま放置されている。

そこで、この直接適用でも、直接適用に関する塩見判決をめぐる真の争点形

成に取り組まない裁判所に成り代わり、被告らは、国際人権法専攻の 教

授を証人として申請し、原告が指一本触れようとしない上記塩見判決批判とそ

れを克服する法律構成について証言を得て、被告に課せられた抗弁事実の立証

責任を誠心誠意果そうとしたところ、原告に対しては極めて寛大な態度を示す

裁判所は、本年７月１９日、被告ら申請の上記証人を却下し、被告らに対し、

被告らに課せられた立証責任を果そうとすることすら許さないという極めて峻

厳な、残忍酷薄な態度に出たのである。

、国家公務員宿舎の無償提供期間の延長打切りの違法性（その１）

ア、被告らの抗弁の主張

被告らは、本年７月６日付準備書面（被告第１４）３～４頁及び同日付準備

書面（被告第１５）７～８頁で、東日本大震災に対して適用される特定非常災

11
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害特別措置法は国家公務員宿舎の一時使用許可の期間及びその延長の期間につ

いては、「法の欠缺」状態にあることを明らかにし、当該「法の欠缺」の補充の

結果、国家公務員宿舎の一時使用許可の期間及びその延長の期間の決定主体は、

広域に及ぶ状況を把握している国をさしおいて他に最適な行政主体は考えられ

ないこと、そこで、そのような国の決定がないまま延長を打ち切った本件はそ

れだけで重大な手続上の瑕疵があり、違法と言わざるを得ないことを主張した。

イ、原告の認否・反論

しかるに、この決定主体をめぐる極めて重要な抗弁の主張に対し、原告は未だ

認否すらしていない。のみならず、本来、真の争点形成に積極的に取り組むこ

とが求められる裁判所もまた、この重要な事実の認否すら原告に命じないまま

審理終結を強行した。これは、裁判所による「裁判の拒絶」 にもひとしい、被

告らに憲法上保障された「適正、公平な裁判を受ける権利」の侵害行為である。

、国家公務員宿舎の無償提供期間の延長打切りの違法性（その２：羈束行為）

ア、被告らの抗弁の主張ア、被告らの抗弁の主張

被告らは、本年７月６日付準備書面（被告第１５）で、仮に国家公務員宿舎

の無償提供機関の延長打切りは２０１７年３月３１日をもって区域外避難者に

対する応急仮設住宅の供与を打切り、延長しないとした福島県知事の決定（以

下、本件福島県知事決定という）によって手続的に有効だとしても、本件福島

県知事決定は羈束行為であり、国際人権法（社会権規約１１条１項の「適切な

住居」）に適合するように解釈された災害救助法等に反するものであり、この点

で違法を免れないことを主張した（８頁４）。

イ、原告の認否・反論

しかるに、「本件福島県知事決定は羈束行為である」というこの抗弁事実に対

しても、原告は例によって認否すらしない。のみならず、本来、真の争点形成

に積極的に取り組むことが求められる裁判所もまた、この重要な事実の認否す

ら原告に命じないまま審理終結を強行した。これもまた、裁判所による「裁判

宮沢俊義「全訂日本国憲法』（芦部信喜補訂、日本評論社、 年）」２９８頁。宮沢俊義
「憲法Ⅱ（新版）」（有斐閣法律学全集４）４４７頁。

1
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の拒絶」にもひとしい、被告らに憲法上保障された「適正、公平な裁判を受け

る権利」の侵害行為である。

、国家公務員宿舎の無償提供期間の延長打切りの違法性（その３：法令の目

的・趣旨に違反する裁量行為）

ア、被告らの抗弁の主張

被告らは、本年７月６日付準備書面（被告第１５）で、仮に本件福島県知事

決定に裁量判断の余地が認められるとしても、本件福島県知事決定が国際人権

法に基づき国内法で保障される居住権を守らず、侵害することは法令の目的・

趣旨に違反する裁量行為であって許されず、違法を免れないことを主張した（９

～１０頁）。

イ、原告の認否・反論

しかるに、「国際人権法に基づき国内法で保障される居住権を侵害する本件福

島県知事決定は法令の目的・趣旨に違反する裁量行為である」というこの抗弁

事実に対しても、原告は例によって認否すらしない。のみならず、本来、真の事実に対しても、原告は例によって認否すらしない。のみならず、本来、真の

争点形成に積極的に取り組むことが求められる裁判所もまた、この重要な事実

の認否すら原告に命じないまま審理終結を強行した。これもまた、裁判所によ

る「裁判の拒絶」にもひとしい、被告らに憲法上保障された「適正、公平な裁

判を受ける権利」の侵害行為である。

、国家公務員宿舎の無償提供期間の延長打切りの違法性（その４：裁量行為

の判断過程審査）

ア、被告らの抗弁の主張

被告らは、本年７月６日付準備書面（被告第１５）で、仮に本件福島県知事

決定に裁量判断の余地が認められるとしても、本件福島県知事決定の「判断過

程」の以下の各局面において、

．当該案件の構成要素となる事実を調査に基づき認定する過程

事実問題と法律問題に関し、いかなる調査を行い、その調査に基づいていか

なる事実を認定したか、

．基準（具体的裁量基準）の認定及び適用の過程

(5)
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当該案件に適用すべき基準をいかに設定したか（考慮事項・考慮禁止事項な

ど）、そして、その認定事実を基準に当てはめていかに評価したか

などを国際人権法その他の見地から個別具体的に検証した結果、上記「判断過

程」の各局面において、看過し難い過誤が認められ、それらの過誤を総合判断

した結果、本件福島県知事決定は裁量権の逸脱・濫用と言わざるを得ず、違法

を免れないことを主張した（１１～１８頁）。

イ、原告の認否・反論

しかるに、「本件福島県知事決定は裁量権の逸脱・濫用である」というこの詳

細な抗弁事実に対しても、原告は例によってひとつの認否すらしない。ところ

で、本年 月２５日、本訴とほぼ同一紛争といってよい、本年３月１１日に自

主避難者１１名が福島県を提訴した損害賠償裁判の第１回口頭弁論が東京地裁

で開かれ、訴状（乙Ｃ７）の請求原因 第７（５５頁以下）の「本件福島県知事

決定は裁量権の逸脱・濫用である」という主張に対し、被告福島県は答弁書７

～８頁において、個別具体的な認否・反論をしてきた（乙Ｃ１２）。東京地裁の

審理だと最低限、これだけの認否反論ができるのに、どうして福島地裁の審理審理だと最低限、これだけの認否反論ができるのに、どうして福島地裁の審理

は認否すらしないのか。両者の対応の歴然とした違いを目の当たりにして、原

告は田舎の審理はすっぽかしても構わないとでも考えているのではないかと訝

ざるを得ない。そこで、被告らは裁判所に対し、原告福島県のこのような差別

的な認否・反論の態度をそのまま是認せず、この裁量権の逸脱・濫用という重

要な事実について、せめてもの東京地裁で被告福島県が行った程度の認否を原

告福島県にも命じるべきではないかと求めたにもかかわらず（準備書面（被告

第１６）１４～１５頁）、裁判所はそれすらせずに、７月２６日、審理終結を強

行した、それは、同じ自主避難者の居住権問題でありながら、東京地裁なら保

障される「裁判を受ける権利」が福島地裁だと保障されないという、裁判所に

よって「裁判を受ける権利」が保障されたり、「裁判の拒絶」にもひとしい「裁

判を受ける権利」が保障されないという平等原則に反する由々しい扱いという

ほかない。

、小括

以上の通り、被告らは、原告の本件建物の明渡しの主張に対し、６つの抗弁

7
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事実を主張した（その概要のまとめは準備書面（被告第１５）参照）。そこで、

本来であれば、この６つの抗弁事実について、原告の認否・反論を踏まえて、

真の争点形成に向けて積極的に取り組むことが求められるところ、原告は肝心

の認否すら行わず、のみならず裁判所もまた、そのような原告の不誠実な態度

を寛大にも追認するばかりで、その結果、ひとり被告らのみが積極的な主張を

して空回りするだけで、真の争点は何一つ形成されず、充実した「事案の真相

解明」が何一つないままの状態で、裁判所は 月２６日に審理終結を強行した。

これでは、被告らに主張・立証責任がある抗弁事実について、被告らが主張・

立証を尽くそうにも尽くすことが叶わず、本裁判において原告の明渡請求によ

り脅かされている、被告らの生存権・居住権という基本的人権を確保するため

の不可欠の手段として被告らに憲法で保障された「適正、公平な裁判を受ける

権利」が保障されないという看過し難い違法状態に陥っている。

そこで、被告らは被告らの「適正、公平な裁判を受ける権利」の保障を求め

て、裁判所に対し以下のことを強く求める――速やかに口頭弁論を再開し、原

告に上記の６つの抗弁事実に対し、認否・反論を命じ、真の争点形成に向け、告に上記の６つの抗弁事実に対し、認否・反論を命じ、真の争点形成に向け、

行政庁に課せられた説明責任を積極的に果すよう命じることを。

なぜなら、本件の当事者は片や地方公共団体、片や市井の一市民であり、両

者の間に事実関係の調査収集分析や情報把握面で政治的、社会的及び情報的に

圧倒的な格差が存在し、こうした政治的、社会的及び情報的格差のもとで事案

の真相解明と紛争の真の解決を図るためには、政治的社会的強者である原告福

島県の不適切な訴訟行為に対し、裁判所は、新民事訴訟法の基本理念及び原理

に則して、一般的事案以上により積極的に釈明権を行使して、この看過し難い

違法状態の是正を図ることが強く要請されているのであり、このような是正に

より、初めて実質的に適正公平な裁判が可能となるからである。

３、結語

以上の通り、被告らからの切なる求めにも関わらず、裁判所が口頭弁論を再開

して真相解明のため被告らが申請した証人尋問を実施することをせず、そして

原告に対して適正な釈明権を行使せず、被告らの上記抗弁事実に対して原告が

認否・反論を拒否し続ける場合には、こうした原告の争点整理のボイコット自

7
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身が、国賠法の違法行為に該当するのみならず、こうした事態を引き起こした

根本的な原因は、原告の不誠実かつ違法な争点整理のボイコットの是正に積極

的に取り組まない裁判所の怠慢さにある。そこで、裁判所がこのボイコットを

解決せず、上記抗弁事実について被告らに主張・立証を尽くさせないまま、被

告ら申請の証人及び本人尋問の申請を全て却下して審理を終結し判決を出すに

至った場合には、「釈明権行使を怠ったことによる審理不尽の違法がある」とし

て当該判決の破棄は必至である。

のみならず、被告らが、この間、こうした争点整理の過程における違法状態の

改善是正の必要性を再三強く求めているにも関わらず、裁判所がこれに背を向

け続け、争点整理のため原告に釈明権を行使しないことは許されないことであ

るから、かくなる場合に被告らに残された最後の途は、被告らの「適正、公平

な裁判を受ける権利」を回復しその保障を実現するために、裁判官の忌避の申

立て及び裁判官に対する国賠請求しかないことを伝え、口頭弁論再開について

裁判所の決断を強く要請するものである。

かつて東京地裁行政部で名を馳せた藤山雅行裁判官は、「法律家の仕事は同時かつて東京地裁行政部で名を馳せた藤山雅行裁判官は、「法律家の仕事は同時

代のみならず歴史的な評価にも耐えうるものでなければならない」と述べた 。

本裁判はこの言葉が文字通り当てはまる。しかも単なる日本史ではなく、世界

史の評価である。冒頭のダマリー国連特別報告者の言葉はそのことを余すとこ

ろなく示している。本裁判は決して世界史の汚点となってはならないのである。

以 上

藤山雅行編「新・裁判実務大系 第２５巻 行政争訟」藤山雅行「はしがき」
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ダマリー国連特別報告者の共同通信との独占インタビュー記事

以下の に掲載されている（その画面は以下の写真の通り）。

インタビュアーの「福島県が支援終了後も公的住宅に住み続けた自主避難者

を提訴したことをどう思うか」という質問に対し、ダマリー国連特別報告者は

以下の通り答えた。

URL

https://www.47news.jp/8448231.html
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「現在、ある種の公営住宅に居住している国内避難民が裁判で立ち退きを迫ら

れている場合、私はその立ち退き訴訟に賛成できません。 私から見て、立ち退

きはそこに住む国内避難民に対する人権侵害になりかねないと思うからです。

言い換えれば、彼らは再び住む場所を奪われることになるからです。 このよう

なことは本来の保護の姿ではありません。国内避難民の保護に反しているので

す。」

なお、以下がその原文である。

以 上

Where IDPs who are still residents in certain types of public housing are 

currently facing eviction lawsuits brought against them, I do not agree with 

those evictions.  In my view, the eviction can amount to human rights 

violations against the IDPs who are there.  In other words, they will again 

be displaced.  This is not the role of protection.  It is against the protection 

of IDPs.  
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